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分散型キャッシュバックサービス『COINCOME』およびデジタルマーケティングの次世代トラッキングシステムを開発、提供
する Makers Farm Pte. Ltd.（本社：シンガポール / 代表：金光 善浩）は、2020 年内に独自のセキュリティトークンを新規
発行する準備を開始するため、セキュリティトークンに関する知見を有するスタンダードキャピタル社との事業提携契約を
締結いたしました。

独自のセキュリティトークンによる「STO」準備開始と
スタンダードキャピタル社との事業提携について

Makers Farm 社について

Makers Farm 社は、様々なショッピングの際に付与されるポイントサービスを、独自の仮想通貨（暗号資産）『CIM（シム）』で
提供するキャッシュバックサービス『COINCOME（コインカム）』をワールドワイドに展開しています。
2019 年 12 月より日本とシンガポールでサービスの正式版を展開しており、数多くの大手ショッピングサイトやメーカー、予約
サイトなど 800 社以上とのタイアップ体制が構築されています。また、CIM は 2019 年 8 月より世界有数の規模と信頼を誇る
仮想通貨（暗号資産）取引所を運営する Quoine 社の Liquid.com に上場しており、今後は CIM の流動性を最大化する取り組み
も強化してまいります。
その他 Cookie のみに依存せず、GDPR、ITP に対応する新たなデジタルマーケティングにおけるトラッキングシステムの開発
および実証実験を行っており、2020 年内にCOINCOMEの『キャッシュバックDApp』と『次世代トラッキングDApp』のグロー
バルへのオープン化の実現を目指しています。

スタンダードキャピタル社について

スタンダードキャピタル社は資金調達市場の流動性向上に向けて、STO（セキュリティ・トークン・オファリング）事業を展開し
ています。不動産 STO システム『J-FTA』、フィリピンの経済特区である CEZA（Cagayan Economic Zone Authority）において
セキュリティトークン取引所『ALLEX』を2020年 1月に開設する予定です。
さらに同社はチリやインドネシアにおいて新たな証券取引所としてセキュリティトークン取引所を視野に入れ開設準備を行って
おり、南米及びアジア諸国の金融市場のセンターとして今後の発展に寄与すべく、法規制について南米の将来を見据え整備にも
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Company Information

セキュリティトークン発行の目的と背景

Makers Farm社は前述のCOINCOMEのさらなる規模の拡大と提供する価値の最大化、ならびに独自のトークンCIMのさらなる
流動性、価値の向上を目的として、COINCOME 利用者と CIM の所有者にさらなる経済的な実利を提供するための新たな手段の
一つとしてセキュリティトークン『CIMS』（仮称）を発行・提供する準備を開始いたしました。
詳細につきましては追って発表させていただきます。

Security Token O�ering

取り掛かっています。また、一般社団法人日本セキュリティトークン事業者協会の自主規制案策定のためのリーガルサポート
および国内STO案件の法務サービスの提供を行っています。


